
             視 察 報 告 書 
                   20016年 10月 5日 

 
日本共産党 乾 紳一郎 

小田桐 仙 
                                   徳増記代子 

植田 和子 
 
◆日程 ２０１６年１０月５日（水） 
 
◆視察先 野田市・柏市 
 
（野田市） 
テーマ 「防災計画の被害想定について、要支援者への災害時の支援について」 
 
１、被害想定について 
 野田市…地域防災計画の見なおし作業を進めている中、H２４年３月東大地震研究所から 
     活断層が見つかったと報道あり。確認したところ、野田隆起帯下に伏在する断層  
     20㎞に 8万年前移行に活動したとみられるが、今すぐに活動するとは考えてい 
     ないということだが、野田市に影響を及ぼす地震の一つとして被害想定として予 
     測を行うこととした。 
  
２、要支援者計画について 
 
 野田市…要介護者 3～5の方、身体障がい者 1.2級、知的、精神障がい者の方、障がい者 
     サービス利用の難病患者の方を、要配慮者としている。 
     （介護認定区分の高い方や障がいに程度の重い方は、自治会などへの名簿提供同 
      意者の方を平常時用の避難行動要支援者名簿に掲載） 
 
     ・要支援 1.2級の方、乳幼児、妊婦、外国人（日本語の理解が十分に理解できない方） 
      その他避難支援等関係者が支援の必要を認める方は、本人からの申し出があり、 
      市長が避難支援の必要を認めた方 
 
３、野田市業務基本計画の災害時の職員参集について 
 
  対象者 消防職員、人事課以外において派遣する職員を除く 

正職員及び再任用職員 ８７３人（H26年 1月現在） 
・自宅から参集場所までの距離、手段と速度、道路の障害や混雑を勘案し、設定。 



  
４、自主防災組織の組織率、自主防災活動への支援について 
    
  H28年 9月現在 204団体の自主防災組織あり（組織率 50.１％） 
 （自主防災組織加入世帯 33.011人／野田市の全世帯数 65.944人） 
 ・新規で自主防災組織に対する助成 
 ・既存の自主防災組織に対する助成 
 ・防災活動実施した自主防災組織に対する助成  以上 3つの助成実施 
５、避難所の設置及び運営、災害備蓄について 
 

避難所  市内 74ケ所…避難所運営マニュアルは作成中 
災害備蓄 H26年から H29年度までの 4年間で備蓄を整備する 
 

６、災害時の情報伝達手段の向上について 
  
 ①防災行政無線（212子局） 
 ②安心安全メール（200.052件） 
 ③ツイッター 
 ④緊急速報メール 
 ⑤ホームページ 等 
 
７、今年４月の熊本地震における地震発生や被害状況からどの様な議論が行われているか 
 
 ・車中及び在宅避難者の対応について 
 ・車中及び在宅避難者への支援情報の確認、食料、物資の支給について 
 ・物資等の輸送の仕方を含めた受援方法について 
 
８、防災対策推進の体制と予算について 
 ・平時…防災係員 4名、、管理職 2名が対応 
 ・災害時…災害対策本部設置し、全庁的に対応 



（柏市） 
テーマ 「防災計画の被害想定について、要支援者への災害時の支援について」 
 
１、地域防災計画における被害想定について、特に直下地震の想定を平成 28年修正で加え
たのはどのような理由か。また、直下地震を加える事で、予防対策や応急対応の変化が生ま

れているか。 
 
 ・H23年の東日本大地震や、水道水汚染で市内全域断水等後、見直しをし、H25年に全 
  面改正 
 ・H17年 被害想定調査し、その時のデーターを使用している 

（活断層は発見されていない） 
  柏中央付近…６強 １５％  ６弱 ８５％ 
 ・職員体制 震度 5 警戒配備  震度 4 注意配備  震度 5強 全員配備 
 ・H28年度 予算が付けば被害想定を見直していく  
 
２、柏市では、業務継続計画（PCB)の考え方を地域防災計画に盛り込んでいるとのですが、 

その内容について 
 

 ・非常体制は、時間ごとに、課ごとに優先度を決めている 
 ・PCBを別に作る行政もあるが、混乱しやすいので、地域防災計画に入れ込んでいる。 
   
３、災害時の職員参集の推計はそのように行ったのか 
 
  県の計画を参考にして職員の参集を計算している。 
 ・H24年度 職員の訓練を兼ねて、出勤を 徒歩、自転車、バイクでの時間を、発災時  

どのぐらいに時間がかかるか集計をしている 
 ・自宅までの距離 2,200人のうち、５０％は 10キロ圏内に居住 
 （職員参集時間） 

1時間 １５％ ・3時間 ４３％ ・ 5時間 ４８％ ・ 7時間 ５３％ 
3日後 ８０％ ・ ７日後 ９８％ 

 
４、自主防災組織の組織率や自主防災活動への支援について 
 
 ・自主防災組織…２７年末 81.4％  
 ・補助金…設立時、運営に関する支援。 
 ・訓練時のサポートを実施 
 
５、避難所の設置および運営、災害備蓄について 



 
 ・避難所…109ケ所  運営は、地域の住民の方にお願いをしている 
 ・避難所運営組織の設立…数か所のみ未確立 
 （職員を避難所へ貼り付けることは計画していない） 
 ・備蓄 70.380人 1日 3食分＝21万食 
 （学校に 200人分、近隣センターに 100人分水と非常食） 
  柏市内に、井戸１４ケ所 貯水槽２４ケ所  
  40ケ所の防災倉庫に分散備蓄している 
 ・トイレ…避難所に最低１台（男女兼用） 
 ・帰宅難民…高島屋、クレストホテル等と協定 
 ・防災計画には女性４割 
 ・福祉避難所…市内の特養ホーム、障がい者施設、旅館業組合など７０ケ所と協定。 
 
６、災害時の情報伝達手段の向上について 
 
 ・行政無線 190基（全域を網羅している） 
 ・携帯   449台 
 ・ホームページ 
 ・衛星携帯 ２台 消防局に１台  
 ・snsの活用 メール ホームページ ツイッター ？？？アラームの活用 
 
７、災害時要援護者の支援について 
 ・災害時の受援計画を作ることになっている。 
 ・要支援想定 13.000人登録 同意者 6000～7000人が登録。 

要介護などの度合いで、要支援の想定 
 ・事前登録で、名簿掲載している。町会長、民生委員に名簿提供し、 

災害時支援者が、安否確認をする 
 
８、今年 4月の熊本地震における地震発生や被害状況から、どのような議論がおこなわれて   
  いるか 
 ・４月 熊本へ２６人派遣（運営本部、避難所、危険度判定など） 
 ・７月 1日 「広報 かしわ」に、避難所に行かなくともよい備えをしよう。という特集。 
 
９、防災対策を推進する体制と予算は 
 ・１７名体制（危機管理 １２名 ・ 防犯 ５名の１７名） 
 ・予算…１億３２００万（施設整備含む） 
     ２億１６００万（避難者支援含む） 
 



（所  感） 
 
平成２４年３月に発表された首都圏北部に新活断層が２つ確認されている。（東大地震研

が確認）１つは、野田隆起帯は長さ１０キロメートル。新たに確認された千葉・埼玉県境の

野田隆起帯は地下数キロにあり、長さ２０キロメートルとされている。野田市も予算が取れ

れば見直しをすることとしている。 
 流山では、人口増に伴って備蓄品の量も考え直すこと、備蓄１００％達成のための目標日

程など、早急に想定することとともに、予算を削減では防災計画が十分にできないと考えま

す。 
 また、流山市地域防災計画では、東京湾北部地震、茨城県南部地震の想定となっているが、

流山直下地震の被害想定はおこなっていません。柏・野田両市とも、直下地震を被害想定と

しており本市の被害想定の見直しが必要と考えます。野田市が想定している野田隆起帯であ

る活断層を原因とした地震についても、視野に入れる必要があります。可能性は低いとして

も、市民の安心、安全、命を守るために最悪の場合を考えた対策をたてることが自治体とし

ての役割りではないかと考えます。（当然建物被害、人的被害、ライフラインの被害なども

変わる） 
  
     


